
 

産学官連携 

 

⑬岩手ネットワークシステム（INS） 

「地域産業振興・活性化を目指した産学官民のネットワークの形成」（2012 年優秀賞） 

 

受賞理由：現在、884 の会員と 52 の研究会を有するオール岩手のプロジェクトであり、 岩手

大学発のベンチャー企業が 18 社誕生している。 地域経済規模を勘案すれば、その経済効果は

十分に大きく、地方大学を中心としたイノベーションネットワークとして大きな成果を上げて

いる点が高く評価された。 

(実施者) 

岩手ネットワークシステム 

（事業の背景及び経緯） 

岩手県における科学技術に関わる人および情報の交流・活用を活発化して、共同研究等を積極的

に推進することにより科学技術および産業の振興に資することを目的とする。 

 (事業内容) 

岩手大学の教員が中心となって、岩手県内外の大学や企業、岩手県や市町村などの行政、市民、

金融機関および高等学校が連携した大学教員主導型の産・学・官・民・金融の交流組織を平成４

年に構築した。本産学官民連携組織は、大学教員主導型、個人参加型、ボトムアップ型、ボラン

ティア型であることが特色である。 

・INS の組織の構築：会長（名誉教授）、副会長（大学教員および企業経営者）、運営委員会（146

名）、研究会（44）、会員（賛助会員 135 名、個人会員 1,001 名）、事務局（大学教員 14 名） 

・企画委員会の開催（産学官の代表による毎月夜の企画会議） 

・研究会の活動：44 研究会（大型プロジェクト、共同研究の推進母体） 

・講演会＆交流会の開催（年４回） 

・公開講座の開催（市民対象、通算 117 回） 

・産学官連携フォーラムの開催（市町村との共催） 

・インテレクチャルカフェの開催（イブニングフォーラムや MIU Cafe） 

・イーハトーヴの科学と技術展の開催（子ども対象） 

・公開セミナー「大学はおもしろい」の開催（高校生対象） 

・高等学校理科部会交流会の開催（高大連携） 

・他県との交流の企画・実施（新潟、東京、横浜、名古屋、大阪等） 

・海外との交流の企画・実施（韓国，中国） 

・産学官民コミュニティ全国大会の開催（第５回） 

（※）市民参加の募集方法：岩手県工業技術センター等の公設試験研究機関や地元金融機関職

員が個人の資格で参加している。他地域の産学官ネットワークの多く（例：○○ネットワーク

システム等の名称）は岩手ネットワークシステムをモデルにしている。岩手大学の教員等が公

開講座を開催し、市民に参加を呼びかけている。2012 年度末で１１２回開催した。 

 



 

(成果) 

・岩手県内外に産学官連携が拡大しシナジー効果を発揮 

 →農学部に「岩手農林研究協議会」、教育学部に「岩手県教育研究ネットワーク」が設立 

 →岩手県立大学、市町村、商工会議所、金融、高等学校まで拡大 

 →韓国や中国との交流・連携まで発展 

 →県外に多くの産学官連携組織の誕生に貢献 

・大学と企業の共同研究の拡大に貢献 

・大型研究開発プロジェクトの導入と事業化に貢献 

・大学発ベンチャー18 社の誕生に貢献 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

【受賞後の取組について】 

 

・震災復興後の対応と、その影響 

 復興支援の取り組み 個人的な顔の見えるネットワークを重視している INS は、震災直後か

ら、全国に向けて、状況を発信した。更に関西ネットワークシステム(KNS)、大阪ケイオス、北

上の産学官連携組織（北上ネットワークフォーラム: KNF）などと連携して、釜石・大槌地域の

製造業の支援を行った。この関係は、企業交流会という形で、現在も継続している。また、各

地から INS 経由での寄附を頂き、関係する被災地の会員などの復興に活用させていただいた。 

 会員の減少 発足後、25 年目を迎え、活発に活動していた団塊世代の会員が退職に伴い、退

会することになり、また震災の影響もあり、法人企業などの退会が進み、会員は 2 割減少し、

884(個人 712 名、法人 89 社 H29.1.31 現在)となっている。 

 

・研究会の整理統合 

 会員の退会や、活動の停止に伴い、研究会の数は一時期減少したが、近年は、理工系ではな

く、地域資源活用、地域創生、男女共同参画、イノベーションを目指すものが増えており、52

研究会が活動している。会員数は減ってはいるが、活動自体は活発であり、今年度も 50 回以上

のセミナー等が開催されている。また、県内企業との共同研究件数も、2014 年度には、54 件で、

全国 3 位に入るなど、地域と密着したネットワークが確立している。 

 

・広域連携の活性化 

 INS と同じく、フラットなコミュニケーションと、懇親会を大事にしている産学官連携組織が

全国に出来てきたため、9 年前から産学官民コミュニティ全国大会を実施しており、今年度は第

10 回大会を岩手大学で開催した。 

 

・今後の課題 

 岩手県での産学官連携活動では、INS の活動でなくても、INS が有する、前向きで、やれる人

がやれる範囲ですぐやる というスタンスで活動している人が県内に多いため、様々な課題解

決が速やかに進むという状況がよく見られる。良いことでもあるが、INS ならではの価値が見え

なくなってきている。 

 今後の INS の体制の検討と、若手のコアメンバーの育成が重要な課題である。 

 

 

 


